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はじめに
① 研究の背景
近年､全国の都道府県でいわゆる ｢森林環境税｣の導入が相次いでい
る｡栃木県でも､2006年7月に ｢県民協働森づくりに関する有識者会議｣
(座長 :須賀英之 ･宇都宮共和大学長)が森林環境税の創設を知事に提言
した｡(1)これを受けて県は ｢とちぎの元気な森づくり県民税｣条例の制定
案を作成､パブリック ･コメントなどを経て､2007年6月の定例県議会に
提出､可決された｡(2)森林環境税を導入する議決としては全国で25番目と
なるO
同税は､荒廃が進む県内の奥山林や里山林の再生と､森林の大切さを理
解し協働して森づくり活動に参加する人材の育成などを目的とする｡同税
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は県民税均等割額に個人で年額700円､法人で同7%を上乗せする形で課
税され､他の財源と区別するため基金を設置する｡課税期間は10年間で､
税収規模は約8億円､全体事業費は約80億円を見込んでいる｡具体的に
は､間伐が必要な奥山林については県が主体となり年間に約4億5千万円
をかけて約4,000ヘクタールを整備､里山林については市町が主体となっ
て年間に約2億円をかけ約900ヘクタールを整備する｡その他､県と市町
が連携し年間に約1億5千万円をかけて森林環境ボランティアへの支援や
森林環境教育などを実施する｡これらの事業を県民代表や有識者からなる
外部機関が評価し､結果を毎年度公表することとなっている｡(3)
② 研究の目的
本稿の目的は､この森林環境税を事例として､自治体における独自課税
の意義を法政策学の観点から考察することにある｡法政策学は､けっして
立法形式､制定手続､法令用語といった法制執務の問題に嬢小化されるも
のではなく､元来は多角的な視点に立ち学際的に考察するものである｡森
林環境税に関しては､経済学や財政学の分野では論考も多いが､法学や行
政学の分野では必ずしも議論が盛んであるとはいえない｡(4)
本稿の構成は次のとおりである｡まず､森林環境税の背景として森林及
び森林整備の現状と課題を概観し､次いで､森林環境税の現状として導入
状況や制度設計を整理する｡そして､森林環境税の立法政策や立法技術､
政策評価や政策過程での論点を検討する｡経済学 (財政学)､法学 (財政
法学)､経営学 (公共経営論)､社会学 (社会開発論)などの視点から幅広
く検討したいが､本稿では､とくに法政策学の観点から課税方式と評価手
法の関係を中心に考察することにする｡
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1 森林環境税の背景
(1) 森林の意義と現状
① 森林の多面的機能
そもそも森林は木材を生産する (物質生産機能)以外にも様々な機能を
有している｡森林には鳥や昆虫など多くの野生動植物が生息している (坐
物多様性保全機能)｡また､樹木は地球温暖化の要因となる二酸化炭素を
吸収する (地球環境保全機能)｡根や落葉は土砂の崩壊や土壌の侵食を防
止し (土砂災害防止機能 ･土壌保全機能)､土壌は雨水を貯留して洪水や
渇水を調節し水質を浄化する (水源酒養機能)｡葉の蒸散作用が気候を緩
和し､樹冠が風害を防止する (快適環境形成機能)｡さらに､森林の景観
は安らぎや感動を提供する (保健 ･レクリエーション機能､文化機能)0 (5)
とくに近年は､地球温暖化対策から地球環境保全機能が国際的にも重視さ
れている｡(6)このように､森林は多面的な公益的機能を発揮し､国民はそ
の恩恵を享受している (図表1参照)｡そのため､森林は国民生活と国民
経済の安定に不可欠な ｢緑の社会資本｣であるともいわれる｡(7)
112 白鴎大学法科大学院紀要 創刊号 (2007年11月)
図表 1 森林の多面的機能の定量的評価
機能の種類 評 価 額 評 価 方 法
二酸化炭素吸収.1兆2,391億円/午 森林バイオマスの増量から二酸化炭素吸収華を算出し､石炭火力発電所における二酸化炭素回収コストで評価 (代替法)
化石燃料代替 2,261億円/年 木造住宅が､すべてRC造 .鉄骨プレハブで建設された場合に増加する炭素放出量を上記二酸化炭素回収コストで評価 (代替法)
奉面侵食防止 28兆2,565億円/午 有林地と無林地の侵食土砂量の差(表面侵食防止量)を堰堤の建設.費で評価 (代替法
表層崩壊防止 8兆4,421億円/午 有林地と無林地の崩壊面積の差(崩壊軽減面積)を山腹工事費用で評価 (代替法
洪水緩和 6兆4,686億円/午 森林と裸地との比較において100年確率雨量に対する流量調節量を治水ダムの減価償却費及び年間維持費で評価 (代替法)
水資源貯留 8兆7,407億円/年 森林への降水量と蒸発散量から水資源貯留量を算出し､.これを利ダムの減価償却費及び年間維持費で評価 (代替法)
水質浄化 14兆6,361億円/午 生活用水相当分については水道代で､これ以外は中水程度の 質が必要として雨水処理施設 減価償却費及び年間維持費で評価 (代替紘)
(資料)林野庁ホームページ
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(診 森林の状況
こうした公益的機能を有する森林がいま危機に瀕している｡栃木県の森
林面積は35万ヘクタールで､県土に占める割合 (森林率)は55%である｡
森林の内訳は国有林を除いた民有林 (公有林と私有林)が63%を占める｡
民有林のうち､林種別では人工林が55%､樹種別ではスギやヒノキなどの
針葉樹が62%となっている｡(8)齢級別では間伐などの手入れを要する11-
45年生の森林が民有人工林の7割を占める｡(9)ぅち最も手入れを要する16
-45年生の森林の約半数で間伐が遅れている｡(10)近年は野生獣による被害
や伐採後の未植栽などで森林が減少しており､(l)また､民有林の31%を占
める保安林なども手入れ不足で森林の荒廃も深刻になっている｡(12)
(2) 森林整備の現状
① 林業経営の状況
これまで森林を支えてきた林業も衰退に歯止めがかからない｡林業経営
では､木材価格の長期下落で採算性が悪化し､(13)森林所有者の経営意欲も
減退している｡後継者に不安も抱える所有者も少なくない｡(14)森林所有者
の大半は小規模零細であり､不在村の所有者も多い｡(15)また､林業従事者
は減少し､高齢化が進展している｡(16)一部には生産コスト縮減や複合経営
などに積極的に取り組む者もいるが､(17)総じて林業経営者の自助努力に期
待するのは難しい｡
② 林務行政の状況
こうした林業に対し､林務行政では､国 ･県等が､森林所有者が行う造
林や間伐に対して補助金を給付したり､森林所有者に代わり分収契約に基
づいて森林を整備しており､さらに保安林等の場合は公的資金により森林
を整備している｡(18)森林所有者による森林整備は林業経営の悪化に伴い減
少しており､(19)他方､公的森林整備も財政の悪化に伴い森林整備予算が縮
減される中で頭打ちとなっている｡(20)森林整備や林業を支援するだけでな
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く､木質バイオマスの有効利用など木材利用拡大も支援し､森林資源を循
環利用するための各種施策を講じているが､(21)手詰まり感は拭いきれない｡
(参 森林ボランティア等の状況
森林整備の先行きが見通せない中で､わずかながら明るい兆しもある｡
県民の多くは､森や川や身近な環境を大切にする地域を望み､そうした
地域づくりへの参加意向も高い｡(22)県内では､森林整備に取り組むボラン
ティアやNPO法人､緑地保全に取り組むグリーントラスト運動なども見
られ､(23)森林整備に対する県民参画の広がりが期待される｡
(3) 森林整備の課題
こうした状況から､公益的機能の発揮がより求められる森林で､条件不
利地等で所有者による整備が困難な森林に関しては､緊急に間伐等を実施
する必要がある｡(24)緊急の整備に必要な財源は､森林の便益を享受する県
民全体で負担するのが適当であり､(25)同時に森林の重要性を県民全体で共
有し､県民協働のもとで森林づくりを推進することが重要である｡(26)そこ
で､森林整備の財源を確保し､あわせて県民参画を推進するため､森林環
境税が各県で相次いで導入されているのである｡
2 森林環境税の状況
(1) 森林環境税の動向
森林環境税は､平成15年度に高知県が導入して以降､平成18年度までに
岡山県､鹿児島県､福島県など16県 (以下､先進16県という)で導入され､
さらに平成19年度以降には神奈川県､和歌山県など8県で導入予定となっ
ている (図表2参照)0 (27)
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図表2 導入先進県の制度概要
都道府県 施行 課税方式 個人均等 法人均等 超過課税 税p収
時期 割税率 割税率 特例期間 規 模
高 知 県 15.4.1 県民税超過課税 500円/年 500円/午 5年 1.6億円
岡 山県 16.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 5年 3.3億円
鹿児島県 17.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 5年 3.8億円
鳥 取 県 17.4.1 県民税超過課税 300円/午 3%増 3年 1.0億円
島 根 県 17.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 5年 2.0億円
愛 媛 県 17.4.1 県民税超過課税 500円/午 5%増 5年 3.6億円
山 口県 17.4.1 県民税超過課税 500円/午 5%増 5年 3.8億円
熊 本 県 17.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 *定めなし 4.2億円
福 島 県 18.4.1 県民税超過課税 1,000円/年 10%増 5年 1■0.0.億円
兵 庫 県 18.4.1 県民税超過課税 800円/午 10%増 5年 21.0億円
奈 良 県 18.4.1 県民税超過課税 500円/午 5%増 5年 3.0億円
大 分 県 18.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 5年 2.9億円
滋 賀 県 18.4.1 県民税超過課税 800円/午 11%増 *定めなし 6.0億円
岩 手 県 18.4.1 県民税超過課税 1,000円/午 10%増 5年 7.0億円
静 岡 県 18.4.1 県民税超過課税 400円/午 5%増 5年 8.4億円
宮 崎 県 18.4.1 県民税超過課税 500円/午 5%増 5年 2.8億円
神奈川県 19.4.1 県民税超過課税 **300円/午 - -5年 38.0億円
* 熊本県 ･滋賀県は超過課税の特例期間を定めず､施行後5年を目途に検討するとする｡
** 神奈川県は個人県民税の均等割以外に所得割で700万円以下の部分につき0.032%増｡
(資料)栃木県林務部 ｢県民協働森づくりに関する有識者会議資料Jを若干修正
(2) 森林環境税の内容
(D 課税方式
先進各県では､森林環境税の課税方式として ｢水道課税方式｣と ｢県民
税超過課税方式｣の2つが検討されている｡前者の水道課税方式は､森林
の水源滴養機能に着目し水道使用者に負担させるもので､水道料金とあわ
せて水道事業者が徴収する｡後者の県民税超過課税方式は､負担分任の原
則に基づき広く県民に負担させるもので､県民税の均等割に上乗せして徴
収する｡前者は新規に法定外目的税を創設することになるが､後者は既存
の法定普通税を活用することになる｡先進16県では､負担の公平性や徴収
116 白鴎大学法科大学院紀要 創刊号 (2007年11月)
コストの問題から､いずれも県民税の超過課税方式を採用している｡(28)
② 税率 ･税額
先進16県の税率 ･税額は一律ではない｡個人県民税の均等割の場合､税
額は500円とする県が最も多いが､鳥取県では300円､福島県と岩手県で
は1,000円としている｡なお､神奈川県では個人県民税の均等割のほか､
課税標準700万円以下の部分につき所得割を税率0.032%としている｡法人
県民税の均等割の場合､税率は5%とする県が最も多いが､鳥取県では
3%､滋賀県では11%としている｡なお､神奈川県は法人県民税の均等割
は実施していない｡こうした税額の設定にあたっては､県民の理解が得ら
れる負担水準として､各県がアンケート調査から把握した県民の支払意思
額が参考とされている｡(29)
③ 課税期間
先進16県のうち14県は超過課税の特例期間を設けており､鳥取県を除き
5年としている｡残る熊本県と滋賀県の2県も特に期間の定めはないが､
施行後5年を目途に検討するとしている｡森林環境税は､独自課税の試行
という性格から時限立法となっており､事業の進捗状況や社会経済の変化
などに応じて見直すものとされている｡
④ 税収規模
先進16県の税収規模は､税率 ･税額のはか人口や事業所数によっても大
きく異なる｡最小は鳥取県の1億円､最大は兵庫県の21億円で､平均の税
収規模は5.3億円である｡なお､神奈川県は38億円と圧倒的に多い｡しか
し､前述のとおり県民の理解が得られる負担水準から税収規模が決まるた
め､いずれにしても森林環境の保全に必要な費用を十分に賄えるほどの税
収規模とはなっていない｡
⑤ 税収使途
先進16県のうち15県の施策別の予算割合は､平均で森林整備に76%､県
民意識の醸成に12%､森林環境教育に3%､需要拡大等林業支援に9%と
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なっている｡岩手県ではすべてを森林整備に充てる一方､愛媛県では林業
支援に43%を充てている｡(30)ぉぉむね森林の整備などのハード事業に全体
の4分の3､森林に関する普及 ･啓発などソフト事業に4分の1を充当し
ているとみてよい｡ただ､問題は､これらの事業と同様な事業が従来から
実施されており､森林環境税を財源とする新規の特別な事業と､一般財源
による既存の経常的な事業を必ずしも明確に区別することはできない0
(む 財務管理
神奈川県と和歌山県を含めた18県のうち､16県が税収の管理に基金を設
置し､残る2県も基金は設置しないが使途を明確に区分している｡(31)その
ため､使途の限定されない普通税ではあるが､税収と使途を明確に区分す
ることで実質的には目的税のようになっている｡積立額をみると､例え
ば､高知県では税収相当額としているが (高知県森林環境保全基金条例
第2条)､岩手県では税収と寄附金の合計額としており (いわての森林づ
くり基金条例第2条)､基金を寄付金の受け皿とする自治体もみられる｡
⑦ 行政評価 .情報公開
18県のうち13県が基金運営委員会など外部評価機関を設置している｡(32)
このように､外部有識者らが事業を審査し使途を管理し､県民にも積極的
に情報を公開するなど､第三者評価や県民参加､情報公開の仕組みを設け
ることで､説明責任を徹底させようとしている｡公開されている事業実績
をみると､例えば､福島県では事業ごとの事業概要と事業費を示す一方､(33)
奈良県では森林整備に関する事業では間伐の実施面積､森林環境教育に関
する事業では研修の開催回数や参加者数などを示しており､(34)実績報告の
内容は自治体によって異なる｡
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3 森林環境税の検討
(1)立法政策との関連
① 租税としての森林環境税
森林環境税も租税である以上､租税の原則に従わなければならないが､
森林環境税は租税として適格といえるだろうか｡
租税一般の原則としては､アダム･スミスの4原則､ワグナーの4大原則 ･
9原則､マスグレイブの7条件がよく知られている｡アダム ･スミスは､
公平の原則､明確の原則､便宜の原則､最小徴税費の原則をあげている｡
ワグナーは､財政政策上の原則として課税の十分性と弾力性､国民経済上
の原則として正しい税源と税種の選択､公正の原則として課税の普遍性と
公平性､租税行政上の原則として課税の明確性と便宜性､最小徴税費への
努力を示している｡マスグレイブは､十分性､公平性､負担者､中立性
(効率性)､経済の安定と成長､明確性､費用最小という条件をかかげて
いる｡このように､租税原則も､時代の要請や論者の立場によって異なる
が､負担の公平性､経済への中立性､制度の簡素性といった点には共通性
が見られる｡さらに､地方税特有の原則として､川勝 ･植田 〔2005〕では､
代表的な見解から共通して抽出された地方税原則､すなわち､普遍性､地
域定着性､安定性 ･伸張性､応益性､負担分任性､自主性の諸原則にあて
はめ､地方環境税が既存の地方税と比べても十分に地方税としての適格性
を有すると結論づけている｡(35)
森林環境税では､先述のとおり水道課税方式と県民税超過課税方式が検
討されるが､これらの租税原則に照らすと､筆者は､公平 ･簡素といった
点では水道料金課税方式よりも県民税超過課税方式のほうが優れていると
考える｡
② 環境税としての森林環境税
森林環境税を環境税として捉えると､租税政策だけではなく環境政策の
視点も必要となるが､森林環境税は環境税としてはいかなる性格を有する
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のか｡
一般に､環境税には､政策を誘導する手段としての側面と財源を調達す
る手段としての側面がある｡例えば､自動車税のグリーン化税制は､環境
負荷の大きい自動車の税率を高くするなどして環境負荷行為を抑制しよう
とするもので､前者の政策誘導の側面が強い｡一方､森林環境税はこうし
たインセンティブを与えるものではなく､環境保全の費用を捻出しようと
するもので､後者の財源調達の側面が強い｡(36)
森林環境税は､森林環境を保全するための施策に必要な財源の確保を目
的とする租税である｡財源調達の手段という点では､通常の租税と何ら異
ならない｡公共経済学では外部不経済を内部化する政策手段として､いわ
ゆるピグー税やボーモル ･オーツ税などが論じられるが､こうした経済的
手段としての環境税とは区別して理解しなければならない｡(37)
③ 地方税としての森林環境税
森林環境税は分権時代の新しい地方税として自治体間に急速に広まりを
見せている｡こうした自治体による独自課税の動きをどのように評価すべ
きであろうか｡
現在の地方税制は､シャウプ勧告にはじまる戦後の一連の税制改革に
よって形成されたものである｡勧告以前､地方団体は国に比べて財政基盤
が脆弱であったため､扇風機税､犬税など墳末な法定外独立税が濫立して
いた｡そこでシャウプは､国税から地方税へ税源を移譲するとともに､雑
多な税目を廃止することを勧告したのである｡神野 〔2005〕は､こうした
歴史的な経緯にかんがみ､｢行政任務と課税権との非対応を解消しないま
ま､課税自主権を拡大すると､不健全な独自課税が乱立してしまう危険が
ある｣と指摘する｡(38)
こうした点からすると､森林環境税は､地方分権一括法により導入され
た法定外目的税のモデルとして検討されるが､本来は法定外税の創設より
も先に税源配分の是正が議論されなければならない｡財源確保を主な目的
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とする森林環境税の場合はなおさらである｡国ではなく住民に矛先を向
け､税源の移譲なくして独自に課税することは､シャウプ勧告に逆行しか
ねないことに留意しなければならない｡
(2) 立法技術との関連
(D 森林環境税の課税根拠 :課税自主権
森林環境税は､自治体が課税自主権に基づき独自に課税するものだが､
そもそも自治体の課税権はどこまで保障されているのだろうか｡
地方自治について､日本国憲法は､｢地方公共団体の組織及び運営に関
する事項は､地方自治の本旨に基いて､法律でこれを定める｣とし (憲法
第92条)､｢地方公共団体は､その財産を管理し､事務を処理し､及び行政
を執行する権能を有し､法律の範囲内で条例を制定することができる｣と
定めている (憲法第94条)｡ここにいう ｢地方自治の本旨｣とは団体自治
と住民自治を指し､この地方自治の法的性格について､通説である制度的
保障説は､憲法自体が地方自治を制度的に保障している以上､法律によっ
て制度の本質的内容､すなわち ｢地方自治の本旨｣を侵害することは許さ
れないとしている｡(39)
こうした地方自治を財政面から保障するのが ｢財政自主権｣である｡財
政自主権の内容としては､財源の確保 (収入面)､経費の配分 (支出面)､
財務会計の管理 (運営面)が含まれるが､財源の確保については､地方債
の発行権､受益者負担金の決定 ･徴収権などとともに､地方税の賦課 ･徴
収権 (課税自主権)が認められている｡(40)
課税自主権について､地方自治法では､｢普通地方公共団体は､法律の
定めるところにより､地方税を賦課徴収することができる｣(地目法第233
条)とし､これを受けて地方税法では､｢地方団体は､この法律の定める
ところによって､地方税を賦課徴収することができる｣(地税法第2条)
と定めている｡しかし他方で､地方税法は､｢地方団体は､その地方税の
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税目､課税客体､課税標準､税率その他賦課徴収について定をするには､
当該地方団体の条例によらなければならない｣(地税法第3条第 1項)と
も定めている｡すなわち､現行の地方税制度は､自治体の課税権に一定の
枠を設けつつ､直接の根拠は条例に求めることで､租税体系と地方自治の
双方の要請を調和させているのである｡
このように､自治体の課税権については､自治体は課税権を行使する権
能を有するという抽象的課税権が憲法上保障されていることに争いはない
が､自治体が実際にどのように課税できるのかという具体的課税権は必ず
しも明らかではない｡(41)自治体の課税権をどこまで尊重するのか､換言す
ると､国の法律 (地方税法)はどこまで規律できるのかは､地方税政策の
問題である｡国と自治体間､自治体相互間の課税権をどこまで調整すべき
なのか (租税体系の要請)と､国の不当な介入を排除し､住民の自治意識
を醸成するために自治体の自律性をどこまで確保すべきなのか (地方自治
の要請)を比較衡量し､個別具体的に判断することが重要であろう｡碓井
〔2001〕は､地方税法による制約があっても､有力な税目について税率を
設定する自由度が高ければ､違憲ではないとの見解を示している｡(42)しか
し､政策誘導と財源調達の両面をもつ環境税は､財源確保の面だけで評価
することはできない｡たとえ財源の確保に有力な税目ではなくても､政策
の誘導手段として自治に不可欠であれば､自治体の課税を認めるべきであ
り､制約が著しければ違憲を争う余地があってもよいと解する｡
② 森林環境税の制定方法 :地方税条例主義
森林環境税を創設するためには､広義での法律の根拠が必要となるが､
どのように制定すべきであろうか｡
財政規律について､日本国憲法は､｢あらたに租税を課し､又は現行の
租税を変更するには､法律文は法律の定める条件によることを必要とす
る｣(憲法84条)と定め､｢租税法律主義｣を採用している｡通説では､国
の租税法律主義に対応して､自治体では ｢地方税条例主義｣が採用されて
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いると解している｡(43)すなわち､｢租税｣には ｢地方税｣も含まれるとみ
たうえで､地方税に関しては ｢法律｣を ｢条例｣に読み替えるのである｡
したがって､森林環境税を新設する場合にも､地方税条例主義に則って
適正な手続に基づく必要がある｡具体的には､租税法律主義にならい､課
税要件を条例で定めること (課税要件条例主義)､課税要件が明確である
こと (課税要件明確主義)､遡及して立法 ･適用はできないこと (遡及禁
止)などがあげられよう｡(44)
③ 森林環境税の課税方式 :法定外税と超過課税
森林環境税では､法定外目的税と超過課税の二つの方式が検討され､す
べてで超過課税方式が採用されている｡法定外目的税と超過課税のいずれ
が妥当であろうか｡
まず､法定外目的税という点に関して､地方税法では､使途が特定され
ているかどうか､税目が法定されているかどうかによって､法定普通税 ･
法定外普通税 ･法定目的税 ･法定外目的税の4つに区分されている (地税
法第4条 ･第5条など参照)｡自治体は法定外普通税及び法定外目的税の
｢新設又は変更をしようとする場合においては､あらかじめ､総務大臣に
協議し､その同意を得なければならない｣(地税法第259条､第731条等)0
また､これに対し総務大臣は､｢次に掲げる事由のいずれかがあると認め
る場合を除き､これに同意しなければならない｣とし､｢(D国税又は他の
地方税と課税標準を同じくし､かつ､住民の負担が著しく過重となるこ
と､②地方団体間における物の流通に重大な障害を与えること､(夢前2号
に掲げるものを除くはか､国の経済施策に照らして適当でないこと｣があ
げられている (地税法第261条､第733条等)0
森林環境税の場合も､課税要件等を定める条例を制定すれば､森林環境
保全を目的とする法定外目的税を新設することはもちろん可能である｡し
かし､｢法定外税｣という点では､碓井 〔2001〕も ｢財源不足を解消する
には法定税目を中心に住民を説得すべきであり､増収の容易さによって安
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易に法定外税に逃避してはならない｣と述べているが､このことは政策誘
導ではなく財源調達が目的の森林環境税にはなおのこと当てはまるといえ
よう｡また､｢目的税｣という点では､確かに､目的税には､使途を限定
することで､特定の事業の財源を安定的に確保でき､納税者の負担意識も
明確になり理解も得られやすいといった利点がある｡しかし一方で､使途
を限定することには､財政を硬直化させる､議会の予算審議権や議決権に
制約を与えるといった弊害もあり､財政の効率化や財政民主主義の観点か
らは問題がある｡受益と負担の関係を明確にしたければ負担金 ･分担金等
によるべきであるとも考えられる｡重要なのは､事前に使途を限定するこ
とではなく､事後も使途を監視できることであって､碓井 〔2001〕は ｢使
途が特定されている場合には､その使用される事業の必要性を常にチェッ
クし､税収の状況とその充てられる事業内容について徹底した情報公開を
図ることが要請される｣と述べている｡(45)碓井教授は法定外目的税につい
て積極的な立場を採っているが､筆者は､法定外目的税は ｢法定外｣｢目
的税｣という二重の意味で例外的であることにかんがみ､法定税目の超過
課税､法定外普通税や負担金 ･分担金等で対応できない場合に認めるのが
適当であると解する｡
次に､不均一課税 ･超過課税という点に関して､地方税法では､公益に
よる課税免除や不均一課税､受益による不均一課税や一部課税が認められ
ている (地税法第6条 ･第7条参照)｡また､｢財政上その他の必要がある
と認める場合｣には標準税率を超えて課税する (超過課税)が認められて
いる (地税法第 1条第 1項第5号参照)0
森林環境税の場合も､財政上特別の必要があれば､超過課税を実施する
ことが可能である｡この場合に財政上特別の必要があるかどうかは､当該
自治体が判断することになる｡環境負荷行為を抑制するといった政策誘導
が目的の場合には､財政上特別の必要があるとは認めがたいが､森林環境
税のように環境保全費用の捻出といった財源調達が目的の場合は財政上特
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別の必要があると認められる｡もっとも､財源が通常の森林整備事業の事
業費や基金運営委員会の運営費にも充てられるような場合､こうした経常
的な経費の補填も財政上特別の必要があるといえるか問題となる余地はあ
るが､筆者は､あまり厳格に解すべきではないと考える｡(46)
@ 森林環境税の徴収方式 :水道課税方式と県民税超過課税方式
森林環境税では､水道料金への上乗せと県民税への上乗せの2つの方法
が検討され､すべてで県民税超過課税方式が採用されている｡なぜ県民税
超過課税方式が採用されるのか｡
本来､森林環境税を応益課税と解するのであれば､むしろ水道課税方式
が妥当である｡上流の森林を整備したおかげで､下流の住民は良質で豊富
な水を利用できるのであるから､住民に対し使用水量に応じて負担しても
らうのが最も合理的と考えられる｡逆に県民税超過課税方式の場合は県民
に均等に負担させるわけだが､受益の程度が全く均等であるとは考えにく
い｡しかし､水道課税方式の場合､公平性や費用の面で技術的に多くの難
点がある｡まず公平性においては､水道の使用者に課税すると､水道を使
用していない井戸水の利用者などとの間に不公平が生じる｡こうした独自
取水者にも課税しようとしても使用の実態は把握できない｡水道の普及率
も市町村によって異なり､地域の間でも不公平が生じる｡また､流域が県
域を越えて広がる場合､県内に水源があっても県外の利水者には課税でき
ない｡さらに､担税力の乏しい低所得者への配慮ができない､水を大量に
使用する業種にも過大な負担がかかるなどの問題もある｡また費用におい
ても､独自取水者から徴収するとした場合には普通徴収となるので徴収コ
ストがかかる｡水道事業者 (市町村)にとっては電算システムの改修費用
がかかるし､徴収不能分を肩代わりさせられるおそれもある｡そうなる
と､水道事業者の理解と協力を得るのは難しくなり､そもそも森林には水
源滴養以外にも様々な公益的機能があり､水の使用量だけでは受益関係を
説明できないのではないかという話に行き着いてしまう｡
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このように､実際の導入においては､課税根拠だけではなく徴収費用な
どさまざまな条件を考慮せざるを得ない｡しかし､実務上の実現性の判断
が優先するあまり､理論的な整合性を欠くことのないよう､十分留意しな
ければならない｡
⑤ 森林環境税の財務管理 :基金
森林環境税では､他の税収と使途を区別するために基金を設置する例が
多い｡近年､基金を活用する自治体が増えているが､こうした基金の活用
は妥当であろうか｡
基金について､地方自治法では ｢普通地方公共団体は､条例の定めると
ころにより､特定の目的のために財産を維持し､資金を積み立て､又は定
額の資金を運用するための基金を設けることができる｣(地目法第241条)
と定めている｡近年は､基金制度を活用し､民間からの寄付を想定した住
民参加型の基金を創設する動きも盛んになっている｡もっとも､地方財政
法では､｢国は地方公共団体又はその住民に対し､地方公共団体は他の地
方公共団体又は住民に対し､直接であると間接であるとを問わず､寄附金
を割り当てて強制的に徴収するようなことをしてはならない｡｣(地財法
第4条の5)と定めており､住民参加型の基金については､地方財政法で
禁止されている割当的寄付金等にあたるのではないかといった批判も考え
られる｡
森林環境税の場合も､設置条例を制定すれば､森林環境税の税収分等
を､森林環境保全を目的とする基金に積み立て､森林整備の事業費等に充
当することはもちろん可能である｡しかし､例えば､栃木県の条例では､
基金への積立金額は県民税加算分の収入額と寄付金額の合計としており
(とちぎの元気な森づくり県民税条例第6条)､県民からの寄付も想定し
た住民参加型の基金となっている｡碓井 〔1999〕が述べるとおり､｢真に
自発的な寄付を受け入れる受け皿としての基金を設置しておくことは､十
分に意味がある｣(47)といえよう｡しかし､基金が課税と寄付の両方の受け
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皿となるような場合､本当に割当的寄付金等にあたるおそれがないのか､
とくに､後述するように参加型税制が課税根拠として唱えられる中では､
筆者としてはいささか疑問が残る｡
(3)政策評価との関連
① 森林の公益的機能の評価額の算定
森林環境税の導入に際し､森林の公益的機能の評価額を算出する例が多
いが､評価額の算定の考え方や算出の方法に問題はないだろうか｡
便益の評価には､代替法､トラベルコスト法､へドニック法､仮想市場
法 (仮想評価法)､コンジョイント分析などの手法がある｡(48)森林の公益
的機能の評価では､主に代替法やトラベルコスト法が用いられている｡代
替法とは､当該社会資本と同様の効果をもつ市場財で代替した場合に必要
となる費用によって評価する方法である｡例えば､森林の土砂流出防止機
能や洪水防止機能は､森林と裸地を比べて浸食土砂量や洪水流量の差を森
林による浸食防止量や流量調節量ととらえ､これを砂防ダムや治水ダムで
代替した場合にかかる建設費と維持費によって評価する｡また､トラベル
コスト法とは､当該社会資本の利用者が支出する交通費と利用時間の機会
費用によって評価する方法である｡例えば､森林の保健休養機能は､登山
やハイキングなどの旅行費の総計によって評価する｡
しかし､こうした評価額の算出方法は必ずしも常識的な感覚に合致する
とは限らない｡例えば､奈良県では､自然環境保全機能 (野生鳥獣保護機
能)について､森林が野生鳥類の生息の場として果たしている機能に着目
し､森林の野鳥の数を推計し､人工的に飼育した場合の餌代で代替してい
る｡(49)森林に生息する野鳥を飼育するとしたらこれだけの餌代がかかると
いうわけだが､貨幣換算するにはかなり無理がある｡森林の公益的機能の
多くは貨幣に換算することが困難であり､これらの評価額は森林の多面的
な機能のうちのごく一部を算出したにすぎない｡ところが実際には､あく
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まで参考のはずのこうした数値が一人歩きし､事業費などの根拠とされて
しまうのである｡
(参 森林環境税の税額の設定
森林環境税の課税額を設定するにあたり､アンケート調査結果による支
払意思額を根拠とする例が多いが､調査方法に問題はないだろうか｡
社会調査では､回答にバイアスがかからないよう､調査票の設計にあ
たっては､誘導的な質問をしない､専門的な用語を用いない､複数の論
点を含めない (ダブルバレル)､誘導的な配列をしない (キャリーオー
バー)､選択肢は網羅的に設ける (強制的選択)などの点に留意しなけれ
ばならない｡(50)いずれも常識的なことばかりであるが､実際にはしばしば
こうした基本がないがしろにされ､バイアスのかかった調査結果が課税額
の参考とされている｡例えば､次の設問は福島県で実施されたアンケート
調査の抜粋である｡(51)
間7 わたしたちが日頃多くの恩恵を受けている森林は､近年､木材
価格の低迷や過疎化などのため荒廃が進み､森林のはたらきを回
復するために適切な対策を実施することが大きな課題となってい
ます｡あなたが森林づくりに参加するとしたら､どのような形で
参加したいと考えますか｡(選択肢略)
間8 高知県や岡山県などでは､県民みんなで森林の環境を守るとい
う目的から森林環境税を創設していますが､本県でも森林を始め
とした自然環境を守るためにお金を拠出するとしたら､一世帯当
たり年間どのくらいの額が適当だと思いますか｡
1 3,000円以上 (12.1%) 2 2,000円程度 (17.7%)
3 1,000円程度 (39.3%) 4 500円程度 (25.6%)
間7では森林整備の必要性を訴えたうえで参加意向をたずねており､参
加の回答を促す誘導的な質問といわざるを得ない｡間8でも他県の実施状
況を述べてから支払意思額をたずねており､前間と同様の誘導的な質問で
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あるうえ､間7で訴えた森林整備の必要性が間8で負担の回答を促し､前
間が後間の回答を歪めるキャリーオーバー効果も生じている｡また､負担
したくなくても選びようがなく強制的に選択させるものともなっている｡
回答結果で1,000円程度が最も多いのは､判断基準がない中で単に中位の
選択肢を選んだにすぎないとも考えられる｡そもそも､どの程度負担すれ
ばどの程度環境が改善されるのかという費用対効果の情報がなければ､県
民としても判断のしょうがないはずである｡
このように､アンケートによる支払意思額は､必ずしも信頼できるとは
限らない｡本来､必要な財源を確保するために課税するのであり､税額の
根拠はあくまで負担水準ではなく需要量に求めるべきであり､むしろ､森
林整備に必要な事業費を積算し､納税者に提示するのが本筋であろう0
③ 第三者機関による監視
森林環境保全施策の実施にあたり､事業実績を検証する第三者機関を設
置する例が多い｡こうした第三者機関 (外部評価委員会)は有効に機能す
るのだろうか｡
自治体は､行政評価のために第三者機関を設置する場合がある｡第三者
機関は､学識経験者､関係団体の代表者､住民などで構成される合議制の
機関である｡設置は条例または要綱等による｡条例による場合は執行機関
の附属機関 (地方自治法第138の4条第3項)､要綱等による場合は執行機
関の私的諮問機関と位置付けられる｡第三者機関は､専門技術性､政治的
中立性､利害調整 ･民意反映の見地から審議 ･調査､審査､調停を行う｡
政策提言型の第三者機関の場合は､執行機関からの諮問 ･依頼を受けて､
特定事項の審議 ･調査を行い､答申･報告を行う｡こうした第三者機関に
関しては､行政活動の高度化に伴い役割が増大する一方､専門的な人材や
運営のノウハウが不足し､審議が形骸化しているとの指摘がある｡また､
行政執行の権限がなく､答申等にも法的な拘束力がないため､実効性に疑
問がもたれている｡さらに､安易な設立により行政機構の複雑化 (委員会
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の濫立)､行政運営の非効率 (事務処理の煩雑化)､行政責任の回避 (執行
機関の責任逃れや隠れみの)といった弊害も起きている｡
例えば､岩手県では､事業の効果や施策の方向性を検証し､制度改善を
提言するために､いわての森林づくり県民税事業評価委員会を設置して
いる｡(52)事業評価委員会は納税者である県民と学識経験者等10名で構成さ
れ､初年度は持回り審議を含め6回開催されている｡審議内容は､いわて
環境の森整備事業の施行地の選定､県民参加の森林づくり促進事業の企画
書の審査などが中心である｡しかし､委員を公募し会議録を公表するなど
県民参画と透明性の確保に向けた努力はうかがわれるものの､会議録を読
むかぎり､会議では調査審議や意見交換にとどまり､事業の効果や施策の
方向性を検証するまでには至っていないように思われる｡
客観性の確保や民意の反映といった観点から､外部評価は重要であり､
第三者機関の設置はやはり必要であると考える｡しかし､実際の設置にあ
たっては､施策内容と評価手法双方に精通した人材を育成すること､第三
者機関の役割を明確にして審議が散漫にならないようにすること､条例に
答申尊重義務を規定して答申に実効性をもたせること､既存の審議会を活
用して運営負担を軽減することなど､効率的 ･効果的な運営に向けた努力
や工夫が必要となるであろう｡
④ 課税目的と評価手法
森林環境税の使途を評価しようとする自治体は多いが､具体的な評価手
法まで検討している例はほとんどない｡行政評価といってもさまざまな方
法がある｡森林環境税の場合はいかなる評価手法が適当であろうか｡
行政評価には､講学上はプログラム評価と業績測定という2つのタイプ
が存在する｡(53)プログラム評価は､主に政策ないし施策レベルにおいて施
策の有効性などを評価するものであり､業績測定は､主に事務事業レベル
において執行の効率性などを評価するものである｡そこで､拙稿 〔2002〕
及び 〔2003〕では､行政評価システムの設計にあたりこれを施策評価と事
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務事業評価として捉えている｡(54)施策評価では､住民にわかりやすい目標
を設定し､目的や手段の合理性､施策の達成度を中心に評価するものと
し､住民に対する説明責任を果たすことをより重視する｡具体的には､中
期的な施策とそれを構成する具体的な単位施策を､政策目的に応じて体系
的に整理するとともに､住民との協働により､達成目標を設定して､課題
の分析や施策の優先順位付け､新規施策の掘り起こしなどを行う｡一方の
事務事業評価では､仕事ごとのコストや成果を把握する指標を設定し､事
務事業の効率性や有効性を中心に評価するものとし､職員の仕事に対する
価値意識を養うことをより重視する｡具体的には､事務事業ごとに事莱
費､活動指標､成果指標を測定し､その進捗度､達成度､必要性 ･妥当性､
効率性､有効性を評価して､執行方法の改善､事務事業の整理統合､行政
資源の重点配分などを行う (図表3)0
図表3 行政評価システムの基本設計
種類 施策評価 事務事業評価
(programeValuation) (performancemeasurement)
目的 外部説明 内部管理
住民に対する説明責任 職員の仕事に対する価値意識
対象 総合計画の施策ごと 事務事業や予算費目ごと
測定 施策を体系的に整理 事業費､活動指標､成果指標
達成目標を設定 を測定
評価 目的や手段の合理性､ 効率性や有効性､
達成度を中心に評価 進捗度を中心に評価
改善 課題の分析 執行方法の改善施策 優先順位付け 事務事業 整理統合
新規施策の掘り起こし 行政資源の重点配分
内部 全庁組織で横断的に評価 担当部署が個別的に評価
(資料)筆者作成
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森林環境税の導入に際しては､単に評価の実施を決定するだけではな
く､評価の方法まで具体的に設計する必要がある｡先述のとおり､環境税
には政策誘導を目的としたものと財源調達を目的としたものがあるが､前
者であれば､政策の目標に対して施策が効果的に実施されているどうかを
評価する施策評価 (プログラム評価)が対応しやすく､後者であれば､調
達した財源に基づき事業費が効率的に執行されているかどうかを評価する
事務事業評価 (業績測定)が対応しやすい｡だとするならば､評価するレ
ベルや視点にもよるが､森林環境保全事業の財源調達を目的とした森林環
境税の場合は､業績測定による評価が基本的には妥当すると考えられる｡
一般に､環境分野の評価では､開発事業が環境に与える影響を評価する
｢環境アセスメント｣のように､政策の効果を定量的に評価しようとす
る､経済学あるいは社会工学的な手法が中心となっている｡環境税につい
ても､政策誘導手段の場合は､こうした評価手法がなじむかもしれない｡
しかし､森林環境税のように財源調達手段の場合は､税金の使途を監視し
たいという納税者の関心に､こうした評価手法が十分応えられるとは思わ
れない｡ここでは政策の有効性よりも執行の効率性が問題とされており､
むしろ経営学的な観点からの評価が実務のニーズに合致するはずである｡
⑤ 施策内容と評価手法
森林環境保全施策の事業実績を評価するといっても､達成度を測定した
り費用対効果を明確にしたりすることは決して容易ではない｡どうすれば
適正に評価できるであろうか｡
行政活動を適正に評価するためには､まず行政活動の投入 (インプッ
ト)･産出 (アウトプット)･成果 (アウトカム)の関係を明確にしたうえ
で､具体的な達成目標を設定するとともに､客観的な指標を用いて測定
し､明確な基準に基づき評価することが重要である｡達成目標では､目標
水準 ･達成時期 ･責任主体などを明確にする必要がある｡測定指標には､
投入指標 ･活動指標 ･成果指標がある｡投入指標とは行政活動に費やされ
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る事業費 ･人件費 ･作業時間を示す尺度､活動指標とは具体的な行政活動
の回数 ･頻度 ･量などを示す尺度､成果指標とは行政活動がその対象に与
えた変化を示す尺度である｡また､評価基準には､計画の進捗度や目標の
達成度のほか､経済性 ･効率性 ･有効性がある｡経済性とは税金をもとに
どれだけの資源を集めたか､効率性とは投入に対してどれだけの活動を
行ったか､有効性とは活動当たりでどれだけの成果を得たかを判断する基
準である｡少ない税金でより多くの成果が得られればそれだけ ｢税金の払
いがいがある｣ということになる (図表4)｡
図表4 行政評価の測定指標と評価基準
投資Ⅰnvestment
税金の払いが い
ValueForMoney
(資料)筆者作成
実際に､栃木県の行政評価をみると､栃木県では､2001年度から ｢とち
ぎ政策マネジメントシステム｣を導入し､県の総合計画 ｢とちぎ元気プラ
ン｣がかかげた施策を評価している｡森林環境の保全に関しては､｢環境
を支える森林づくり｣という施策のもとに､｢森林の公益的機能の向上｣
と ｢森林の適正な管理｣という2つの単位施策があり､前者は人工林の間
伐等の実施､多様な森林の整備､県民参加の森林づくり､後者は森林計画
制度による森林整備の推進､保安林 ･林地開発許可制度による森林の保
全 ･管理が主な事業内容となっている｡施策の目標は ｢公益的な機能を高
自治体における森林環境税の導入と課題 (児玉) 133
度に発揮する健全で活力ある森林をつく｣ることであり､人工林の間伐実
施面積､保安林の指定面積､森林ボランティアの活動人数が成果指標にあ
げられている｡(55)
まず､目標の達成状況をみると､いずれの指標も目標値を達成して秦
り､一見順調に進んでいるように思える｡しかし､例えば人工林の間伐実
施面積は､緊急に間伐が必要な面積よりも少なく､そもそも低い目標値が
設定されている｡そのためか､総合判断では ｢達成状況はやや遅れてい
る｣としている｡栃木県の行政評価では､目標の達成状況を客観的な指標
で測定しているものの､目標自体が必ずしも適正であるとは限らない0
また､施策や事務事業の実績をみると､単位施策の調書には森林整備の
面積や体験講座の開催回数などの実施状況を､施策の調書には前述の成果
指標を記載しており､単位施策レベルではアウトプット､施策レベルでは
アウトカムをそれぞれ明確にしている｡しかし､栃木県の行政評価では､
各施策の事業費のほか職員の人件費を含む総コストを把握しておらず､イ
ンプットとの関係が不明であるため､執行の効率性については検証できる
ようにはなっていない｡
このように､自治体の行政評価には､なお改善の余地がある｡森林環境
保全施策を評価するにあたり､評価の実効性を高めるためには､施策内容
に照らし､目標値や測定指標､評価基準のほか､記述方法やデータ収集な
ども十分に吟味しなければならない｡
(4) 政策過程の面
森林環境税は､現在の税収規模では､森林環境の保全に必要な費用のご
く一部しか賄えないため､財源調達手段としては説明しにくい面がある.
そこで､森林環境税が森林環境の保全にどれだけ寄与したかという結果よ
りも､森林環境税の導入を通じて県民の関心をどれだけ高めたかという過
程に着目し､森林環境税を ｢参加型税制｣として評価する考え方がある｡
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諸富 〔2005〕は､参加型税制を ｢税の導入過程で環境資産の保全のあり方
をめぐる関心が高まり､討議が行われ､さらに環境資産の保全そのものへ
の住民参加を保障するような制度的枠組みを持つ税｣と定義している0(56)
さらに､この議論を一歩進め､参加すること自体ではなく､参加を通じて
その地域の社会関係資本の蓄積に寄与できる点に着目し､森林環境税を
｢社会関係資本への投資としての地方環境税｣として評価する考え方もあ
る｡(57)ここでいう社会関係資本 (ソーシャル ･キャピタル)とは､互恵性
の規範に基づく人間関係や社会的ネットワークのことであり､人々の協調
行動を活発にすることで社会の効率性を高められるというパットナムらの
考え方に基づいた概念である｡(58)
例えば､高知県では､森林環境税の導入にあたり､地方自治と参加型税
制の意義を強調し､｢地域的な行政課題に効果的に対応できる税制度を､
情報公開のもと､県民の参加を得ながら創設し､さらに制度の運用の段階
においても県民が参加できる仕組みができれば､自治の実現という点から
も大きな意義｣があると述べている｡(59)
さらに､諸富 〔2005〕では､｢森林環境税はしたがって､たとえその税
収規模が小さくて十分な森林整備を行うことができなくても､その導入過
程で人々の関心を高め､そして環境政策への市民参加を制度化していく､
その過程自体に存立根拠を置く ｢参加型税制｣として正当化されうる｡｣
とも述べている｡(60)
確かに､森林環境税の導入論議が盛んになったことで､森林環境の保全
に県民の関心が集まり､森林環境の保全に取り組む地域ネットワークの形
成を促がすことになったかもしれない｡しかし､課税をきっかけに政策課
題への認識が広まるからといって､逆に政策課題への関心を高めるために
課税できるわけではない｡森林環境の保全以外の政策課題についてもおよ
そ増税が許されることになってしまう｡課税の意義という括りの中で､課
税の効果と課税の根拠を混同してはならない｡県民の参加や透明性の確保
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は､課税のための必要条件ではあっても十分条件ではない｡もし仮に財源
調達手段としては説得力がないという文脈のもとに参加型税制という理屈
を持ち出しているとすれば､それこそ財源調達手段という租税の本質を歪
めかねない議論であり､筆者はにわかには支持できない｡
(5) 考察のまとめ一行政評価による合目的性の確保
これまで見てきたように､森林環境税は､法定外目的税とはせずに､普
通税の超過課税方式としたうえで､基金の設置と評価の実施によって目的
税的に運用するのが標準的な制度設計になっている｡筆者も､目的税を導
入するよりは行政評価を活用するほうが弾力的であり､妥当な制度設計で
あると考えている｡概して､新税を導入する際には､財政の収入面である
課税の制度設計が主題となり､税目や税率など課税要件を中心に議論がな
されることが多い｡しかし､本来は財政の支出面や運営面を含めて一体的
に検討すべきであり､むしろ財務管理や行政評価の制度設計のほうが重要
である｡筆者からすれば､例えば､受益と負担の明確化は､普通税か目的
税かという税目の選択の問題ではなく､行政評価で目的対手段と費用対効
果をどのように分析するかという評価の内容 ･手法の問題である｡また､
住民参加や情報公開も､参加型税制の問題というよりは､行政評価を住民
との意思疎通の道具としてどのように活用するかという評価の体制 ･運用
の問題として理解される｡今後､森林環境税に限らず､自治体が独自課税
を導入する場合には､行政評価などとの関連を議論することが不可欠とな
る｡また､導入してからも行政評価の精度向上など運用上の改善が重要と
なるであろう｡しかし､筆者の経験では､独自課税の導入に際し､行政評
価などに関しては議論し尽されていない｡実務者は､導入を急ぐあまり､
行政評価など運用の方法は導入後に検討するとして議論を後回しにしがち
である｡研究者も､租税政策の射程外との理解なのか､行政評価の制度設
計にはあまり関心を示さない｡だが､そもそも行政評価がよりどころとす
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る ｢新公共経営論 (NPM)｣では､｢税金の払いがい (VFM)｣という視点
を重視する｡行政評価はもともと納税者に説明責任を果たす道具として開
発されたものなのである｡行政評価を税制の中でもっと積極的に位置づけ
ていく努力が必要であるし､そこでは､経済学や社会工学的な手法よりも
むしろ経営学的な観点が重要である｡
むすびに
自治体が独自課税として森林環境税を導入するとき､そこでは必然的に
自治や環境保全に対する哲学が問われる｡森林環境税の意義について､秋
山 〔2005〕も､｢この森林環境税は､｢県民益とは何か｣という地方自治に
とって決定的に重要な論点を中心に持ち､また話題性があり､分かりやす
く､地方自治の問題をどう進めるかという問題意識からは理想的な条件を
持った ｢地方独自税｣である｣と述べる｡(61)自治や環境保全に対する哲学
というと､筆者は栃木県出身の政治家､田中正造のことを思い起こさずに
はいられない｡正造は ｢自治とは何か｣､｢環境とは何か｣を生涯にわたっ
て社会に訴え続けた人物である｡わが国の公害の原点とされる足尾鉱毒事
件では､古河鉱業が経営する銅山から排出された鉱毒が渡良瀬川を汚染
し､精錬所から排出された亜硫酸ガスが足尾山地の森林を枯死させた｡農
民の請願 ･反対運動は社会を揺るがすが､明治政府は鉱毒問題を治水問題
にすりかえ､谷中村の遊水池化を計画､村民の抵抗にもかかわらず谷中村
は廃村となる｡企業は一方的に自然を搾取し開発を推し進め､国家は長い
自治の歴史をもった町村を一方的に廃村へと追い込む｡こうした企業や国家
と闘う中で､正造は ｢公共協力相愛｣という彼独自の思想に至る｡(62)山脇
〔2004〕は正造の思想を ｢民のエコロジカルな公共哲学｣として ｢二一世
紀に引き継がれるべき日本の代表的公共哲学｣であるとする｡(63)はたして
栃木県の森林環境税は田中正造の公共哲学にかなうものか否か､今後も注
視していかなければならないだろう｡
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付 記
本稿は､栃木県の県民協働森づくりに関する有識者会議に参画したこと
を契機に､筆者の意見をまとめたものである｡貴重な機会を与えていただ
いた､有識者会議の須賀英之座長をはじめ委員の方々､事務局の栃木県林
務部造林課 (当時)の職員の方々にお礼を申し上げたい｡また､本稿は､
白鴎大学大学院法学研究科の法政研究会などにおける検討をふまえてい
る｡有益な意見をいただいた､法政研究会の参加者の方々には改めてお礼
を申し上げる｡もちろん本稿に関する一切の責任は筆者の児玉にある0
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